






























Ⅰ．はじめに            Ⅴ．地方の中枢県 



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（注）宮城県の調査年は2007年、広島県は2008年    
（聞き取り調査により作成）  
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いえば、生産地保管と消費地保管両者に大別される。もう１つの保管形態では宮城県は、配
送型が61社、全体比72％、保管型が24社、28％で、広島県は、配送型が68社、全体比57％、
保管型が51社、43％となる。両県はそれぞれの保管形態の比率には相当な差異を生ずる。 
 以上、保管形態を通じた両県の特徴は、宮城県の倉庫は消費地を存立基盤とした保管形態
を主体とするが、広島県の場合は生産地に依存する保管形態を消費地のそれよりもやや優勢
な状況でもって発展してきた点を指摘できる。また、この関係は、他のもう１つの保管形態
では宮城県の配送型は広島県のそれよりも高比率な状況をもたらすことになる。通常、配送
型の高比率は消費地保管の比重を高める関係をもつ。 
 
Ⅵ．おわりに 
 以上の研究によって次のことが明らかとなった。 
 港湾地区については、倉庫業者の属性によると、まず、設立時期は、東京・横浜・神戸３
港湾では、第二次世界大戦以前に設立された伝統の豊かな倉庫業者が名古屋・大阪両港のそ
れに較べると件数的には目立つ。次に本社所在地は、５大港いずれも当該港の所在地に本社
を設置する倉庫業者が最多を占める。港湾地区の経営母体は、従来は倉庫業と港運業を主に
成立してきたが、近年、これまでは内陸地区中心に展開された運送業によるものの当地区へ
の新たな進出が顕著である。ただ、伝統に恵まれた横浜・神戸両港の経営母体には港湾地区
本来の倉庫業、および港運業を母体とした業者が依然として多数にのぼる。倉庫分布の類型
を港湾型と内陸型に２分すると、すべての港湾には港湾型が卓越するけれども、昨今、内陸
型の参入も無視できない現象として指摘できる。同時に、この動きは港湾地区における旧来
の慣習緩和に順応する倉庫立地の変質といえる。 
 荷主に関しては、まず、その保管品目については、東京・横浜・大阪・神戸各港湾は、食
料品関係の品目を主体とするが、名古屋港のみ工業原料用貨物が著しい。入出庫先によれば、
最初に入庫先の地域ではすべての港湾が当然のことながら、外国を対象としており、次に出
庫先の地域では東京・横浜・大阪・神戸各港湾は地元と全国の２層の物流圏を形成し、名古
屋港のみは大半地元を指向する。保管の形態を保管型と配送型に２分すると、各港湾間にお
いて両形態の比率に差異が認められる。従来、港湾は保管型を主体に発展してきたが、流通
の変革にともなって配送型の出現も顕著になってきた。 
 さて、大都市近郊内陸部に移ると、まず、倉庫業者の設立時期では鳥栖市以外の厚木・小
牧・茨木３市は、共通して新旧設置のものが混在する。本社所在地は、倉庫の立地する当該
地に最多数の本社を設ける市は小牧市に限られ、近隣接の大都市にもっとも多く本社を設置
するものは厚木・茨木両市である。なお、鳥栖市の本社所在地は、東京が最多を占め、福岡
市は少ない。経営母体によると、大都市近郊内陸部における倉庫業者の経営母体は、以前よ
り運送業と倉庫業両者を基盤としてきたが、今日、この傾向に変化がみられ、いわゆる、内
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陸部を指向するメーカーの存立件数が増加してきたことは留意すべき現象といえる。 
 保管品目は、厚木・鳥栖両市が食料品、小牧・茨木両市が繊維類を主に扱う。入庫先の地
域では厚木・小牧・茨木・鳥栖４市は、すべて外国が最多を占め、これは内陸の倉庫として
は注目すべき現象である。この理由には近年の海上コンテナ輸送の発達によって、港湾地区
を通過して内陸地域へのコンテナ自体の直納が容易に遂行されたことを指摘できる。出庫先
の地域の場合は、厚木・小牧・茨木３市は地元と広範囲は地域という二重構造を呈し、鳥栖
市は、九州向けが多数にのぼる。 
 続いて、大都市圏内の周辺部に位置する群馬県と滋賀県の２県については、倉庫業者の属
性によると、まず、設立時期では群馬県は、第二次世界大戦以前のものがある程度存在する
が、滋賀県は１社にすぎない。この背景には、群馬県は戦前から養蚕業の発達が著しく、そ
の当時にマユの保管需要を求めて創設された倉庫業者がその後、保管品目の変遷はみられる
が、今日まで長期にわたり存続してきたことに起因する。本社所在地をもとに県内業者と県
外業者に大別すると、群馬県は、県内業者が多く、滋賀県は、両者がほぼ半々である。した
がって、滋賀県は群馬県よりも県外業者の進出が活発である。 
 倉庫業者の倉庫面積による規模段階では、群馬県は、小規模業者が卓越するが、滋賀県は
大中規模業者が目立つ。なお、滋賀県の大中規模業者は、県外業者の進出が倉庫面積規模の
大きいものを主体に遂行されることと関連性を帯びる。保管品目では、群馬県は、食料品関
係のものが豊富にみられ、これに対して滋賀県は電気機械・プラスチック類が多数を占め、
食料品はわずかである。これに関連して、保管品目の加工段階によると、群馬県は、製品の
比率が圧倒的に大きく、滋賀県の場合は群馬県に較べると、製品の比率が低く、逆に中間製
品のそれが高い。 
 保管の形態については、群馬県は、生産地保管が最多数を占めるものの、消費地保管と中
継地保管の件数も無視できない。滋賀県の場合は、生産地保管がほとんどを占拠する。群馬
県は、東京大都市圏内では地価・保管料の安さ、および用地獲得の容易なことなどの優位な
条件をもつことから、消費地保管の立地の一部を地域的に分担している。だが、滋賀県に関
しては大阪大都市圏内では当県よりも大阪市の中心地に近距離である大阪府、あるいは京都
府当たりの範囲において消費地保管の立地を推し進めることへの対応が可能となる。したが
って、滋賀県に至る程も遠方へ遠心的拡大を図る消費地保管の立地は成立しない。 
 最後に地方の中枢県である宮城県と広島県の２県については、最初に倉庫業者の本社所在
地では、両県の県庁所在地に絞ると、広島県は、広島市を本社とするものの比率は宮城県の
仙台を本社とするものの比率に較べると大きな数値となる。ただし、東京を本社とする倉庫
業者の比率では、宮城県は広島県よりも高い値を表わす。この東京本社の高率な件は、宮城
県が広島県と比較して東京に相当近距離に位置することが考えられる。次に地方中枢県での
倉庫業者の経営母体は、両県共通して、運送業・メーカー・倉庫業の３つの業態が高比率を
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示す。倉庫分布の類型のうち港湾型に限ると、広島県の港湾型の割合は宮城県のそれよりも
高率である。これは、広島県の港湾機能は宮城県のそれと比較すると、発展過程、国際コン
テナ航路便数、重要港湾の設置件数などの面において優位なことが関与している。 
 保管品目については、宮城県と広島県は、共通して食料品と紙類が目立つが、自動車部品
と鉄鋼双方は広島県に偏在する当県の主要品目である。もう１つ保管品目の加工段階では宮
城県の製品比率は広島県のそれに較べると大きい。出庫先の地域によれば、宮城県の東北地
方向けの比率はきわめて高く、これに較べると、広島県の中国地方のそれは低い。この違い
は広域中心都市に備わる物流面の機能は、仙台市の方が広島市に較べ強力なことを物語る。
また、広島県の出庫先の地域には中国・四国地方の比率の貧弱なことは隣接する岡山県の倉
庫立地による影響が大きい。近年、岡山県の倉庫は当県を中心とする高速道路網整備の進展
によって、中国・四国地方における物流拠点としての有利性を向上させている。最終的にま
とめると、保管形態を通じた両県の特徴は、宮城県の倉庫は消費地を存立基盤とした消費地
保管を主体に発達を遂げたが、広島県の場合は生産地に依存する生産地保管の性格が消費地
保管よりもやや優勢な型で発展してきた。 
 
付記 
 本論作成にあたり、全国各地の国土交通省運輸局、および各県の倉庫協会を初め、数多く
の倉庫会社などの諸氏から聞き取り調査、ならびにアンケート調査にご協力いただいた。こ
こに感謝の意を表する次第である。 
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７）港湾内での荷役・運送を業務とする企業活動をいう。 
８）広域型は、倉庫がほぼ全国に分布、中間型は、倉庫が３〜６県に分布、狭域型は、倉庫
がほぼ県域内に分布する。 
９）港湾型は、倉庫が港湾中心に分布、内陸型は、倉庫が内陸中心に分布、港湾・内陸型は、
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10）2007年の外貨コンテナ貨物量を港湾別にみると、第１位が横浜港の50,920千トン、以下、
名古屋港が46,151千トン、東京港が43,423千トン、神戸港が34,530千トン、大阪港が
30,764千トンの順である。 
11）設立時期は、まず、第二次世界大戦以前とそれ以降に大別し、戦後はさらに高度経済成
長期を境に、1945年〜1960年と1961年以降に二分した。 
12）横浜港の開港は1859年で、わが国ではもっとも古く、次いで神戸港が1868年である。 
13）かつての運輸省の基準によって、倉庫面積33,000㎡以上を所有する業者が大規模業者、
6,600〜33,000㎡が中規模業者、6,600㎡未満が小規模業者とそれぞれ区分する。 
14）1932年の群馬県でのマユ生産額は1,550万円で、全国比は8.6％を占め、長野県に次いで
全国第２位の生産額であった。 
15）利根川水系の伏流水が地下水として大量に得られる。 
16）倉庫業者の聞き取りによると、東京都と群馬県の倉庫保管料金の格差は、概算では東京
を100とすると、群馬県は50位といわれる。 
17）国土交通省の2007年地価公示によると、東京都品川区での準工業地域のＡ地点が１㎡当
たり575,000円である。これに対して前橋市での倉庫の多い工業地域Ｂ地点が１㎡当たり
30,900円に下がる。 
18）1889年（明治22年）に宇品港が築港され、当港は1932年に広島港に改称された。他方、
仙台塩釜港のうち、仙台港は人工の掘割り港として1971年に新設された。 
19）東南アジア方面を対象とした2003年の国際コンテナ航路便数によると、週当たり広島港
が16便、仙台塩釜港が６便である。 
20）広島県には特定重要港湾は広島港、重要港湾は福山港、尾道糸崎港、呉港がそれぞれ該
当し、宮城県の場合は、特定重要港湾は仙台塩釜港、重要港湾は石巻港のみである。 
21）広島県にはわが国の主要な自動車組立メーカーの１つであるＭ社の本社と主力工場が立
地し、2007年度の世界販売台数は136万台にのぼる。したがって、当県は、自動車部品の
保管需要が活発である。 
22）岡山県域内には山陽自動車道が平野部を東西に伸び、他方、山間地域を中国自動車道が
縦断している。そして、この２つの幹線を岡山自動車道が連絡し、そのジャンクション近
辺で瀬戸中央自動車道が山陽自動車道から分岐して瀬戸大橋を経て四国に通じている。ま
た、岡山県内の中国自動車道から分かれて米子自動車道が山陰地方と連絡する。 
 
 
